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連結子会社２社の吸収合併（簡易合併）に関するお知らせ

当社は、本日開催の当社取締役会において、連結子会社であるフルノ関西販売株式会社

およびフルノ九州販売株式会社をいずれも吸収合併することとし（以下、これらの吸収合

併を総称して「本合併」とします）、フルノ関西販売株式会社およびフルノ九州販売株式会

社と合併契約を締結することを決定しましたので、下記の通りお知らせいたします。

なお、本合併は、当社が１００％出資する連結子会社との間でおこなう簡易合併である

ため、開示事項・内容を一部省略して開示しております。

記

１．本合併の目的

当社グループの競争力強化と事業運営の更なる効率化を目的に、当社の１００％子会社

であるフルノ関西販売株式会社およびフルノ九州販売株式会社を吸収合併することとい

たしました。

２．本合併の要旨

(1) 本合併の日程

合併契約承認取締役会  ２０２２年９月２２日

合併契約締結日     ２０２２年９月２２日

合併期日（効力発生日） ２０２３年３月 １日（予定）

（注）本合併は、当社においては会社法第７９６条第２項に定める簡易合併の手続

により、また、フルノ関西販売株式会社およびフルノ九州販売株式会社にお

いては会社法第７８４条第１項に定める略式合併の手続により、株主総会決

議を経ずにおこなうものであります。

(2) 本合併の方式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、フルノ関西販売株式会社およびフルノ九

州販売株式会社は解散いたします。

(3) 本合併に係る割り当ての内容

当社は、フルノ関西販売株式会社およびフルノ九州販売株式会社の全株式をそれ

ぞれ所有しているため、本合併による株式その他金銭等の割り当てはありません。

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません（フルノ関西販売株式会社およびフルノ九州販売株式会社

は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません）。



３．本合併当事会社の概要（２０２２年２月２８日現在）

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 吸収合併消滅会社

(1) 商号 古野電気株式会社 フルノ関西販売

株式会社

フルノ九州販売

株式会社

(2) 事業内容 舶用電子機器・産業

用電子機器等の製造

販売

漁撈用・航海用電子

応用機械器具の販

売、賃貸、保守

漁撈用・航海用電子

応用機械器具の販

売、賃貸、保守

(3) 設立年月日 1951 年 5月 23日 1992 年 7月 8日 1996 年 11月 20日

(4) 本店所在地 兵庫県西宮市

芦原町 9番 52 号

神戸市中央区港島南

町一丁目 5番地の 2*

長崎市

旭町 3番 15号

(5) 代表者の役職

・氏名

代表取締役社長執行

役員 兼 CEO

古野 幸男

代表取締役社長

中村 敏浩

代表取締役社長

宮﨑 健志

(6) 資本金 7,534 百万円 52 百万円 60 百万円

(7) 発行済株式数 31,894,554株 1,040 株 1,200 株

(8) 大株主及び

持株比率

古野興産㈱

13.27％

日本マスタートラスト信託銀行㈱

9.68％

古野電気取引先持株会

3.34％

㈱日本カストディ銀行

3.25％

第一生命保険㈱

3.17％

㈱三菱ＵＦＪ銀行

3.15％

古野電気㈱

100％

古野電気㈱

100％

(9) 直近事業年度の財政状態および経営成績

決算期 2022 年 2月期（連結） 2022年 2月期 2022 年 2月期

純資産 47,880 百万円 1,057百万円 1,386百万円

総資産 85,973 百万円 1,951百万円  2,226百万円

１株当たり純資産 1,518.02 円 1,016,239.54 円  1,155,057.4 円

売上高 84,783 百万円 3,138百万円 4,505百万円

営業利益 2,532 百万円 155百万円 231百万円

経常利益 3,717 百万円 163百万円  237百万円

当期純利益 2,814 百万円 114百万円 161百万円

１株当たり当期純利益 89.24円 109,934.15円  134,640.97円

* フルノ関西販売株式会社については、２０２２年５月２日に現所在地（兵庫県西宮市芦

原町 9番 52号）に本店移転

４．本合併後の状況

本合併による当社の商号、事業内容、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金および

決算期に変更はありません。

５．本合併による業績への影響の見通し

本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微

であります。

以 上


